
太陽光発電設備の廃棄費用積立制度について

　制度開始　：2022 年７月 ～ 随時

　　対象　　：10kW 以上の太陽光発電の認定案件

※下記にて詳しく記載

売電収入

約４～６％ 電力広域的運営推進機関。
電気事業法に基づき、日本の電気事業拡大を

推進する目的で設立された
( FIT 導入年度などで変わる )

積み立てスタートは FIT の調達機関が終わる日の 10 年前 から

2014 年７月１日　 に FIT を導入した場合

2024 年７月１日　 から積み立てスタート

FIT 終了の 10 年前
・・・・・

※2016 年６月 30 日までに FIT 制度を利用して運転開始した場合は

　制度開始と同時に積み立てが開始されます。

制度開始の基準

積立金額について

積立金の取り戻し

取り戻し可能な条件

※1　次の各金額の中でもっとも小さい額が取り戻し可能

※2　次の各金額の中でもっとも小さい額が取り戻し可能

FIT 期間中 FIT 終了後

事業終了

事業縮小

パネル交換

※1 ※2

※2

= 取り戻し可能 = 取り戻し不可能

※1,2　認定上の太陽光パネルの出力の 15% 以上かつ、50kW 以上の場合のみ

① 積立金の総額のうち、全体の出力に対する廃棄分の出力に相当する額

① 積立金の総額 (10 年間分 ) のうち、

　　　　　　　全体の出力に対する廃棄分の出力に相当する額

② 取り戻し時点での積立金の総額

② 取り戻し時点での積立金の総額

③ 実際に廃棄等に要した費用の額

③ 実際に廃棄等に要した費用の額

取り戻し方法

必要書類を推進機関に提出し、承認されることで積立金を取り戻すことができます。

必要書類

申請書

印鑑証明書

事業者証明系書面 ( 認定事業者が申し込む場合 )
or

承継証明系書面         ( 承継人が申し込む場合 )

不法投棄などを防ぐため、努力義務だった制度が義務化されました。

※詳しい金額内容は下記の表を参考にしてください

積立基準額は「FIT 認定年度」や「入札区分」「容量」などによって変動します。

1) 経済産業省  エネルギー庁著  太陽光発電設備の廃棄等費用積立制度について  令和３年９月 17 日 p.8

原則、上記の「外部積立」になりますが、一定の条件を満たせば

発電事業者自身で積立を行う「内部積立」も選択できます。

内部積立

外部積立

詳しくは経済産業省の各サイトをご覧ください

毎月の売電収入から 約４％～６％ 程度の金額が差し引かれ、「推進機関」に収められます。

上記に加え、解体前か解体後かによってそれぞれ追加書類が必要になります。

解体前 解体後

「解体を行うことが証明でき、

　　　　  その費用がわかる書類」

例 :) 解体業者との契約書の写し

「解体したことが証明でき、

　　　　　その費用がわかる書類」

例 :) 産業廃棄物管理票、

　　 現場の写真、領収書

or

廃棄費用積立制度について詳しく知りたい方は経済産業省の各サイトをご覧ください

〒510-0002
三重県四日市市羽津中２丁目２-４
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推進機関

１)

例 :)

発電事業を終了 / 縮小

太陽光パネルを交換

気になる詳細はエネルギー総合サイトから！

パネル洗浄で満足のいく発電を。

パネル発電
量、回復さ

せます !

太陽光パネ
ル出力最大

13%回復 !
※回復量は

汚れの程度
によって異

なります
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